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済学部の紀要『経済論叢』（1915-）は、創刊以来、既に 33 本（戦前・戦時中 22 本、戦後 13
本）もの論文が「芸術」や「文化」を表題に含んでいる 3。 
 




The Kyoto University Economic Review（1926-2004）
The Kyoto Economic Review（2004-） 
 
 本稿が対象とするのは、1917 年から 2000 年にいたる、80 年ほどの期間である。1917 年、






                                                          
1 文化政策研究の歴史を扱った研究としては、既に、永島（2004）、新藤（2005）などがある。 
2『経済学論集』創刊以前に『経済学研究』（1920）として第 1 巻第 1 号が発行されている。しかし、この
号に掲載された森戸辰男助教授（1888-1984）の論文が問題となり、雑誌は回収処分、森戸助教授は失職
となる。 
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 ● 河上肇教授「Unto this Last ヲ読ム（一）」（1917） 
  
 ● 河上肇教授「Unto this Last ヲ読ム（二）」（1918） 
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 ● 高田保馬教授「戦争と文化（一）」（1919） 
  
 ● 高田保馬教授「戦争と文化（二）」（1919） 
  
 ● 河田嗣郎教授「ウヰリアム、モリスの文明観と芸術観と労働観」（1920） 
  
 ● 神戸正雄教授「芸術家と課税」（1935） 
  









2.1 河上肇教授「Unto this Last ヲ読ム（一）（二）」（1917、1918） 
 
 まず、河上肇教授は、1917-18 年の間に 2 本の論文に分けて、ラスキンを『経済論叢』に紹
介している。河上が紹介したのは、ラスキンの『この最後の者にも』である。論文の表題は、















                                                          
7 牧野（2006）は、河上を通じてラスキンの研究を行った大熊信行（1893-1977）を扱っている。牧野（2006）
によれば、ラスキンの思想を通じて、大熊は、新体制運動や統制経済論に関与することになった。 
8「経済原論」は競争講義形式で 2 人の担当者によって開講されていた。 
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（Unto This Last, 1860）を紹介している。河上教授は、ラスキンがジョン・スチュアート・ミ
ル（John Stuart Mill, 1806-1873）とトマス・カーライル（Thomas Carlyle, 1795-1881）に
並んで、19 世紀半ばに全盛に達した個人主義の経済学を打破しようとした有力な英国の思想家
であるとしている。河上教授は、ラスキンの経済学関連著作の中でも、『芸術経済論』（A Political 
Economy of Art: A Joy for Ever and its Price in the Market, 1857）、『ムネラ・プルヴェリス』（Munera 
Pulveris: Six Essays on the Elements of Political Economy, 1862-63）ではなく、『この最後の者にも』
を最も注意すべき著作であるとしている。この 3 著作の内で、明示的に芸術を扱っているのは、
『芸術経済論』である。その他の著作は、必ずしも芸術を中心的な対象をしていない。河上教
授は、『この最後の者にも』の重要性を説明するのに、第 1 論文のほとんどを費やしている。 

















                                                          
9 以上の河上教授の略歴については、主に、『河上肇全集』別巻（岩波書店）「年譜」、細川（1979）、京都
大学百年史編集委員会（1997）を参考にした。 
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10 以上、新村他（1959）を主に参考にした。 
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表 3: 神戸教授論文の課税制度分析 
  芸術家 
文士 美術家 俳優 
国税 直接税 要検討 
間接税 一部を除き要検討 


























（神戸、1935 年、pp.942-943）  
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出口教授は、1948 年から 1972 年まで、経済学史の教授を務めている。出口教授は、師である
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文は、太平洋戦争開戦の年、1941 年に発表されている 13。 
 京都帝国大学経済学部の伝統的な特色が、東亜経済研究所を通じた戦争協力に影響した面が
ある。本庄教授（1939）は、京都帝国大学経済学部の特色を 3 点に分けて説明している。第 1
の特色は、歴史が新しく、青年的・進取的であることである。第 2 の特色は、現実の日本・東
洋の事象を実証的に研究する点である。最後に、第 3 の特色は、総力的であることである。総








                                                          
11 出口教授自身の河上教授への評価としては、出口（1962）がある。 
12 京都大学百年史編集委員会、1997 年。 
13 1941 年は、独ソ開戦の年でもある。そのため、1941 年は、第二次世界大戦にアメリカとソビエト連邦
が参戦した年である。 
14 本庄、1939 年、p.237 
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これは、現代の国際政治学者、ジョゼフ・ナイ（Joseph S. Nye, Jr., 1937-）による、ハードパ
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ワーとソフト・パワーの区別にも対応する面がある 15。 
 
                   権力政策 
        対外政策（世界政策） 

































                                                          
15 ソフト・パワーについては、ナイ（2004）。 
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16 未公表論文のため、正確な執筆時期は定かではない。大島（1964、pp.467-469）は、第 1 次近衛文麿内
閣時の 1938 年 11 月から 12 月頃に、近衛首相へ提言することを目的として執筆されたのではないかと推
測している。この推測に従って、1938 年の執筆と考える。 
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 戦後の新制京都大学において、文化経済学・文化政策研究は、事実上 1990 年代頃までなさ





















年 2 月 19 日の教官協議会では、敗戦に到るまで学問の自由を守れなかったことを自己批判す
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ることが申し合わされている。また、3 月 8 日に出された「助教授講師団意見書」では、「封
建的陋習を芟除し学問的精神の充溢せる自由なる学部の新建を期し」て出された 7 項目の内、
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表 5: 戦後文化経済学の歴史 
1966 Baumol＆ Bowen, Performing Arts 






 Heilbrun ＆ Grayの文化経済学教科書 
 池上教授、モリス論文  
1994 池上教授、文化経済学会＜日本＞会長  






















 1990 年代前半、池上教授、山田教授、吉田教授の 3 人の他にも、西村周三教授（1945-）、
                                                          
18 山田教授は、山田（2002）など、文化産業論の分野の研究を行っている。 
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植田和弘教授（1952-）、赤岡功教授（1942-）らが、文化経済学会＜日本＞の会員となった。













1996 年、池上教授の京都大学退官の年には、過去最多の 9 本の論文が「芸術」「文化」を表題
に含んでいる。『経済論叢別冊 調査と研究』は、「文化経済学の新展開」と題する特集を組ん
でいる。この特集の冒頭を池上教授の「文化経済学研究の現段階」（1996）が飾っている。他
に、後藤和子教授らの文化経済学に関する 2 つの論文が掲載された。1996 年に掲載された 9















                                                          
19 ボウモル（William J. Baumol, 1922-）、ボウエン（William G. Bowen） 
20 既に 1995 年から、『文化経済学会＜日本＞論文集』（1995-1997）という形で年に 1 回、実質的な学会誌
は刊行されていた。1998 年以降は、『文化経済学』（1998-）として年に 2 回刊行されている。 
21 京都橘女子大学での文化経済学・文化政策研究の状況に関しては、中谷教授の 2004 年の 2 本の論文が
詳しい。 
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論の検討」（“The Economics of Intrinsic Value: A note on the value theory of J. Ruskin and 
A. Sen”）を The Kyoto University Economic Review（欧文紀要）に掲載している。さらに先立つ
1989 年には、「いま，河上肇「貧乏物語」を読む：「貧乏物語」におけるラスキン思想の現代的
意義」（1989）を『経済論叢』に書いている。 
 この 2 つの論文からは、池上文化経済学が、河上教授を通して、ラスキンを受容し、形成さ
れたことが分かる。池上教授は、1979 年に、「財政問題よりみた河上肇『貧乏物語』」と題する



















                   生産：固有価値論 
          池上文化経済学 
                   消費：享受能力論 
 













                   財の固有価値 
       生命の発達←有効価値 
                   消費者の享受能力 
 
 さらに、1992 年の論文、「固有価値の経済学：ラスキンとセンの価値論の検討」（“The 
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は、芸術に関する経済学の課題は、第 1 に天才を得る方法、第 2 に天才を使用する方法、第 3

























 京都大学で、結果として、1990 年代に文化経済学が定着しなかった理由は、主に 2 つある。
第 1 の理由は、京都大学において、文化経済学の制度化に失敗したことである。第 2 の理由は、
京都大学の文化経済学が、池上惇教授の主導の下、国際的な文化経済学からは独立した形で展
開されてきているということである。これら 2 つの理由を順に検討したい。 









る International Journal of Cultural Policy に関しても同様である。以上のように、教育の面でも
研究の面でも基盤が整備されない状態で、1996 年に池上教授は京都大学経済学部を退官し、福
井県立大学に移った。 
 第 2 に、池上教授の主導の下、京都大学の文化経済学は、国際的な文脈から独立に行われた。
国際的には、1966 年の Baumol & Bowen の Performing Arts: The Economic Dilemma をもって、

























 京都大学の文化経済学・文化政策研究は、戦前からの 90 年近くの歴史のなかで、発展して
きた。本稿は、1945 年以前に関しては、学部創設期からの教授、いわば第 1 世代の教授であ
る、河上肇教授、河田嗣郎教授、神戸正雄教授、そして、第 3 世代の教授である、出口勇蔵教
授を取り上げた。この 4 人の教授の研究の後、約半世紀の間、京都大学経済学部では、文化経
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